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雇用は期間の定めのない無期、直接雇用が基本原則！

労働契約法制の実効ある有期規制を！

　有期法案（労働契約法改正法律案）が７月26日午後の衆議院本会議で、わずか3時間余の質疑で採決が強行され、民主、自民、公明、生活、みんななどの賛成多数で可決され、参議院に送られました。

ワーキングプア・派遣切りが社会問題化し、自公政権は国民の審判を受け倒されました。その後を引き継いだ民主党は前回の総選挙のマニフェスト（ＩＮＤＥＸ２００９）で「期間の定めのない無期雇用、直接雇用を雇用の基本原則と位置づけ」ると、国民に約束しました。しかし、野田政権は、消費税増税を推進するなどマニフェストを次々に投げ捨てていますが、雇用政策でも派遣法改正の骨抜き、正社員雇用を基本とする立場を投げ捨て、労働者の使い捨て自由への大転換をはかろうとしています
　同法案については、有期労働契約を強いられている多くの当事者や労組・法律家など広範な団体から様々な問題点が指摘されてきたが、昨日のわずか半日の審議を通じても、その指摘・懸念の正しさが浮き彫りになった。すなわち、5年直前での雇止めの大量発生や不更新条項への有効な防止策がないこと、また、無期労働契約に転換の場合も、「現に締結している有期労働契約の内容である労働条件と同一」と規定されたことによる格差が固定化（同一の業務に従事しながら労働条件の劣る新たな“準社員”の発生）などである。これでは、有期労働に対する実効ある規制とは言えないのであって、無期労働契約への転換がすすむと考えられません。

　参議院段階では十分な審議時間を確保し、当事者からのヒヤリングなどでの実態を明らかにし、実効ある規制実現のため、大幅な見直しをおこなうことが必要です。

一方、民主党・野田政権は、低賃金で不安定な働き方が問題になっている有期雇用を「雇用の基本」とする方向に転換しようとしています。政府の国家戦略会議フロンティア分科会は６日、野田首相に「共創の国づくり」をビジョンとしたフロンティア分科会報告を提出。報告では2050年の日本の「あるべき姿」を描き、当面、2025年までの方向性を“提言”しています。このなかで「人材戦略」として「企業内人材の新陳代謝を促す柔軟な雇用ルールを整備する」とし、40歳や50歳での定年制の採用などと合わせて、「有期の雇用契約を通じた労働移転の円滑化をはかる」とのべています。

　これを具体化する「部会報告」のなかに「有期を基本とした雇用や金銭解雇ルールの明確化」があり、「これからは、期限の定めのない雇用契約を正規とするのではなく、有期を基本とした雇用契約とすべきである」と明記しています。さらに「希望者による（出向ではない）他省庁への移籍や金銭解雇、積極的な中途採用を、まずは公務員から始め、民間企業に広げていくというのも一つの方策であろう」とのべています。報告書は１１日の国家戦略会議で確認されました。
　野田民主党政権の悪政、公約破りに対して今、労働者・市民の怒りが沸騰し、諸行動への参加と連帯が大きく発展しています。労働者を非正規化しては、社会保障制度の基盤もつくることができません。生活保護制度の改悪、ワーキングプアの増加は国民の命すらも奪いかねない事態を招きます。多くの人たちにこうした実態を伝えて運動を急速にひろげましょう
全労連労働法制闘争本部より
民主党は、参議院厚労委員会で７月31日(火)の午前中、２時間半程度の審議をおこないたいとの
意向を示しているとの連絡がありました。詳細については、30日(月)の理事懇で決定されることになりますが、下記のとおり、傍聴行動を予定しますので各組織からの参加をお願いいたします。
日時　　　　　　　７月31日(火)　９時集合
集合場所　　　　参議院議員面会所
新システム関連法案成立へ、民自公３党採決急ぐ？
（全保連推進ニュースより）新システム関連法案の参議院での審議は、26日に参考人質疑が行われ、今後公聴会を開催すれば、いつでも採決ができるような状況になるとされており、３党はお盆前10日前後の採決を狙っています。
しかし、特別委員会では新システム関連法案について充分な審議がされているという状況ではなく、国会での厚労大臣などの答弁では、たとえば地域型保育の基準については「地方にも子ども・子育て会議をなるべくつくってもらってチェックできるような形にする」、保育時間がバラバラな子どもの保育については「（短時間は）保育料が安く済む、心配に当たらないような指針をつくる」など、納得できる回答はされていません。また、法案に書かれていない「認定」の区分や範囲などについては「今後、国の方において明確な基準をつくっていただく」（自民党提案者）と国に丸投げです。
このように、新システムの問題点は何ら変わっていないにもかかわらず、保育制度大改悪につながる新システムの問題点があいまいにされたまま、採決だけが強行されようとしています。
子ども不在、保護者と保育士に負担を押しつける新システムの問題点を明らかにし、関連法案を参議院で必ず廃案に追い込むために、徹底的にたたかいを広げることが必要です。８．１院内集会と国会要請行動を成功させるために、地域からの運動を一気に強めると同時に、新システム撤回の世論を大きく広げていきましょう。
★８．１院内集会・国会要請行動に参加を！
地元議員に要請を！　
新システム関連法案の成立を急ぐ３党は、充分な審議や国民への告知も行わず、お盆前の採決を狙っています。「新システム反対」の国民世論を示すためにも、８月１日は全国から国会に集まりましょう。
また、事前の地元議員への要請も重要です。滋賀県では福保労を中心に、29日（日）に民主党林久美子議員と地元で懇談します。北海道でも、29日（日）に北海道選出議員の各事務所を訪ねることになっています。鳥取では、25日の国会要請行動で議員２名と面談しました。地域から議員への要請をさらに強めましょう。
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集まっている保育署名は３１日まで至急お送りください。
Ａランク５円、ＢＣＤランク４円。またしても一桁台の目安に
～中央最低賃金審議会・目安小委員会、公益見解～
７月２５日中央最低賃金審議会・目安小委員会は2012年度の地域別最低賃金額改定の目安を厚生労働大臣に答申しました。その内容は、Ａランク５円、Ｂ・Ｃ・Ｄランク各４円であり、昨年に続く低水準かつ格差拡大の目安です。しかも、最低賃金が生活保護水準より下回っているとされた11都道府県については、できるだけ早期の解消が望ましいとしつつも単年度でなくてもよいとの見方を示しました
北海道10～15
青森4～5
宮城7～10
埼玉6～12
千葉5～6
東京10～20
神奈川9～18
京都4～8
大阪8～15
兵庫5～10
広島6～12円。
【談話】2年連続の低額目安を乗り越え、時給1000円に向けた着実な前進を
―　中央最低賃金審議会の2012年度目安答申にあたっての談話　―

http://www.zenroren.gr.jp/jp/opinion/2012/opinion120727_01.html
各地のとりくみから～～～～～～～～～～～～～～～
石川県母親大会　　6月10日
　（石川県労連女性部「WAVE」7月から）2012年の石川県母親大会は延べ180名の参加で7つの分科会（①子ども子育て「新システム」で働く家族はどうなるの？　②消費税増税！あなたのくらしはどうなるの？　③どうなる年金制度　医療・介護を国民本位の制度に　④ＴＰＰと私たちの生活　食の安全を守ろう！　⑤どう守る子供の未来　どうする志賀原発　⑥平和のうたごえ　⑦肌と化粧品のやくわりと環境保護）と全体会で行われました。第5分科会では福島原発事故から1年3ヵ月ということで参加者も多く、学び行動していくことが確認されました。

　全体会は「原発に替わる自然エネルギーの展望」ということで、石川県立大の瀧本先生から、農業用水を利用したマイクロ水力発電のおはなしをききました。先生たちは小規模で効率の高いマイクロ水力発電のシステムの開発にあたり、らせん水車に着目され実用化に取り組まれました。らせん水車は大正時代に砺波市の鍛冶職人によって作られ、低水流・低落差の条件下でも安定的に動力が得られることから、全国でも1万台以上普及したそうです。（現在は産業遺産として保存されています。）　手取川扇状地七か用水を対象に理論的包蔵水力を調べると、非かんがい期でも一般家庭2000世帯分の電力が潜在しているとのことでした。水の豊かな国土です。これを利用しない手はありません。身近なところで再生可能エネルギーがあることを実感した講演でした。

　「消費税増税に反対する決議」「放射能から子どもたちを守りたい！大飯原発、志賀原発の再稼動を許さず原発ゼロの日本を！」の二つの特別決議を採択し母親行進を行いました。

♪参加を呼びかけます

資生堂による非正規切り撤回/7・28銀座資生堂パーラー前　夕涼み宣伝

日時：7月28日（土）
　　　　　　集合：15時45分　　　
宣伝：16時～17時
場所：銀座資生堂パーラー前
（中央通り　銀座7丁目交差点付近）
　　　東京都中央区銀座８－８－３
●情報●

●平成23年度雇用均等基本調査」の結果公表

厚生労働省は、「平成23年度雇用均等基本調査」の結果を取りまとめ、公表した。
概要
管理職全体に占める女性の割合は、課長相当職以上（役員含む）で6.8％（平成21年度6.2％）。係長相当職以上では8.7％（同8.0％）など、全ての役職で平成21年度調査を上回った。 

「ポジティブ・アクション」に「取り組んでいる」企業の割合は31.7％。平成22年度調査より3.7ポイント上昇し、過去最高となった。 

育児休業取得者割合では女性は、平成22年度調査と比べ3.5ポイント上昇の87.8％。男性は、同1.29ポイント上昇の2.63％で、過去最高。 

介護休暇制度の規定がある事業所割合は67.1％であった。 

配偶者出産休暇制度の規定がある事業所割合は46.8％で、平成20年度調査より11.1ポイント上昇した。

http://wwwhaisin.mhlw.go.jp/mhlw/C/?c=177973
●育児休業制度等の実態調査結果をＨＰに掲載／厚労省
　厚生労働省は11日、育児休業制度等に関する実態などを企業、労働者に尋ねたアンケート調査の結果をホームページに掲載した。改正育児・介護休業法に対応した制度変更について、正社員数101人以上の企業では「法定どおりに充実を図った」の割合が高く、「育児休業制度」73.7％、「短時間勤務制度」67.6％、「所定外労働の免除」70.9％、とそれぞれ７～８割程度を占めている。
　　http://wwwhaisin.mhlw.go.jp/mhlw/C/?c=177519















新システム廃案を求める院内集会・国会要請行動


日時　８月１日（水）　10:30～　（10:00開場・受付）


会場　衆議院第一議員会館大会議室　主催　よりよい保育を大運動実行委員会


内容　午前：情勢学習｢社会保障･税一体改革に対抗する保育運動の課題｣


講師・二宮厚美氏（神戸大学名誉教授）


午後：議員要請（13:30～15:30）、国会前決起集会（15:30～16:00）








